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地域連携機構
時代の先駆となるアイデアや研究シーズを

社会に実装することで、地域の未来に貢献する



科学技術とマネジメントの融合により、高知から、
21 世紀型産業モデルを創出・発信します。
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（１） 戦略的地域貢献
　大学の地域貢献は、「地域のニーズや特性」を踏まえ、研究者の
もつシーズと組み合わせることで地域ならではの特色ある研究
を推進し、国内外の地域社会の課題を解決、最新研究成果を社会
実装することで、その実を結ぶものであると考えます。
　地域の幸せとは何か、誰にとっての幸せか、それを実現するた
めにはどうすればいいか。このような長期の将来ビジョンにもと
づき、地域の課題を構造的に分析・把握し、これにもとづく戦略
シナリオを描いたうえで個々のプロジェクトを展開することが
必要です。
　地域連携機構は、自らが地域に対して責任を持つ主体として、
戦略的かつ持続的に地域貢献を目指すという基本姿勢をこれか
らも維持します。

（２） 現場の実効性重視
　これまで大学が地域と関わるとき、ともすればスポット的に介
入し、短期的な結果しか見ずに現場を離れてしまうことが少なく
ありませんでした。そのため、当初の介入の仕方が正しかったの

かどうかの検証が不充分となり、社会科学としても中途半端なも
のになりがちでした。
　地域連携機構は、地域の現場における実効性のある課題解決を
第一目標とします。なおかつ、現場に埋没することなくそこから普
遍的な解を導くという、大学のあるべき姿の追求を継続します。

（３） 柔軟な組織運用
　地域連携機構は、研究者が独自に主宰する研究室の集合体とし
て発足しました。個々の研究室の運用は研究室長の裁量に委ねら
れ、活動の財源も主に外部資金の獲得により賄うこととされてき
ました。発足以来 6 年間、研究室の終了と新規開設が行われてき
ましたが、組織の存続を自己目的化することなく、研究室の使命
達成を目安に流動的な組織運用を行うというスタイルが確立し
てきました。
　これからも、個々の研究室の独立性を尊重しつつ、使命主導型
の柔軟な組織運営を目指します。
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　プロジェクト期間終了後も成果が持続し、地域に定着するため
には、地域を担う人たちの中で社会・経済的効果が実感され、次
世代の担い手に成果が引き継がれていくことが望まれます。これ
は社会実装のフェーズにあたるもので、試行段階の成功あるいは
最新研究成果を踏まえて、地域連携機構は新たにこの社会実装の
段階に挑戦します。

（１） 社会・経済的効果に関する評価
　地域社会への関わりは、調査研究から始まり、事業プロジェク
トの段階に進みます。その際、ステークホルダーの間での社会・
経済的効果が、事業の長期的な成功の評価基準となります。
　地域連携機構では、プロジェクトを長期的な成功に導くため、
社会・経済的側面からの事前・事後評価をより強化することに
いたします。

（２） 人材育成
　地域の中で事業を継続するにはなにより担い手が途切れるこ
となく、さらに能力を高めていくことが不可欠です。
　また、教員・学生は地域の知恵に学び実践力を高め、地域を担
う主体は大学の知恵で武装して戦略性を強化するという双方の
学びの場から人が育つことが重要です。
　地域連携機構は、学生教育にも地域との関わりを反映させるよ
う努めるとともに、永国寺キャンパスにおける社会人教育などを
展開する中で、地域の即戦力となる人材育成も強化することを目
指します。
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　2009( 平成 21) 年度の公立大学法人化と同時に発足した地域連携機構は、21世紀型の「心豊かな」地域社会モデルを全
国に先駆けて高知県で実現することを目標に、様々なプロジェクト成果を積み重ねて参りました。この過程で、大学の地域
貢献のあり方についても理論的枠組みを模索し、今後も継承すべき基本ポリシーを確立してきました。
　2015( 平成 27) 年度、高知県立大学との法人統合にともない、地域連携機構は高知市中心部にある永国寺キャンパスに
も拠点を設け、これまで以上に地域に密着して研究成果を社会に実装し、地域課題の解決に向けて努力を重ねるとともに、
さらなる挑戦を続け、大学の社会貢献において世界一流となることを目標といたします。
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１．継承すべき基本ポリシー

２．社会実装への取り組み
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301　 ものづくり先端技術研究室
302　 スケールセンシティブ地域産業研究室
304A  統合減災マネジメント研究室
304B  社会連携センター香美分室
305B  地域交通医学・社会脳研究室
306　 地域共生センター香美分室
307     交通基盤研究室
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302　 スケールセンシティブ地域産業研究室
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305B  地域交通医学・社会脳研究室
306　 地域共生センター香美分室
307     交通基盤研究室

204B  国土情報処理工学研究室
205A  社会マネジメントシステム研究センター
　　　 香美分室
206A  補完薬用資源学研究室
206B  新公共工事システム研究室

204B  国土情報処理工学研究室
205A  社会マネジメントシステム研究センター
　　　 香美分室
206A  補完薬用資源学研究室
206B  新公共工事システム研究室

401    社会連携センター

　　    地域共生センター

　　    社会マネジメントシステム研究センター

402　 多目的ホール

401    社会連携センター

　　    地域共生センター

　　    社会マネジメントシステム研究センター

402　 多目的ホール

3階

4階

2階

1階 研究連携部社会連携課（受付）

一次産業×科学技術×マネジメント＝地域の活性化

社会マネジメント
システム研究センター

心豊かな地域社会

大学の知の蓄積

社会連携センター

連携研究センター

地域共生センター

P

P

P

入口1F

2F

3F

1F

2F

3F

4F

入口

『多彩な分野の先端研究を地域に活かす』

『地域活性化の実践を研究・教育に結びつける』　

『卓越したマネジメント力で地域活性化に貢献』

『地域住民の公共的な活動を支援』

実験棟実験棟

受付受付

社会実装

香美キャンパス　地域連携棟

永国寺キャンパス　地域連携棟
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『地域活性化の実践を研究・教育に結びつける』　
実装研究における社会科学と自然科学の統合をはかり、複雑な課題を分析・再現・
予測することで、実際に社会を経営するための役に立つ学問を目指します。

『地域活性化の実践を研究・教育に結びつける』　
実装研究における社会科学と自然科学の統合をはかり、複雑な課題を分析・再現・
予測することで、実際に社会を経営するための役に立つ学問を目指します。

Ý  新公共工事システム研究室                       »Ｐ13Ý  新公共工事システム研究室                       »Ｐ13

『卓越したマネジメント力で地域活性化に貢献』
地域連携機構諸活動の社会実装に向けた体系化を図るとともに、地域の諸課題に関
する分析・コンサルテーションを行います。

『卓越したマネジメント力で地域活性化に貢献』
地域連携機構諸活動の社会実装に向けた体系化を図るとともに、地域の諸課題に関
する分析・コンサルテーションを行います。

『持続可能な地域社会の実現を目指す』
過疎、高齢化などの逆境の中で、地域の暮らしや文化の価値を再発見するとともに、
新たな価値の創造・次の世代の育成・持続可能な地域社会の実現に向けて挑戦します。

『持続可能な地域社会の実現を目指す』
過疎、高齢化などの逆境の中で、地域の暮らしや文化の価値を再発見するとともに、
新たな価値の創造・次の世代の育成・持続可能な地域社会の実現に向けて挑戦します。

『多彩な分野の先端研究を地域に活かす』
特に地域との関わりが深い７つの研究室を、連携研究センターのもとに配し、地域
との連携を重視した研究開発を推進します。

『多彩な分野の先端研究を地域に活かす』
特に地域との関わりが深い７つの研究室を、連携研究センターのもとに配し、地域
との連携を重視した研究開発を推進します。

Ý  交通基盤研究室　　　　　　　　　　　 »Ｐ05

Ý  国土情報処理工学研究室　　　　　　　 »Ｐ06

Ý  スケールセンシティブ地域産業研究室　 »Ｐ07

Ý  地域交通医学・社会脳研究室　　　　　 »Ｐ08

Ý  統合減災マネジメント研究室　　　　　 »Ｐ09　

Ý  補完薬用資源学研究室　　　　　　　　 »Ｐ10

Ý  ものづくり先端技術研究室　　　　　　 »Ｐ11

Ý  交通基盤研究室　　　　　　　　　　　 »Ｐ05

Ý  国土情報処理工学研究室　　　　　　　 »Ｐ06

Ý  スケールセンシティブ地域産業研究室　 »Ｐ07

Ý  地域交通医学・社会脳研究室　　　　　 »Ｐ08

Ý  統合減災マネジメント研究室　　　　　 »Ｐ09　

Ý  補完薬用資源学研究室　　　　　　　　 »Ｐ10

Ý  ものづくり先端技術研究室　　　　　　 »Ｐ11

　 社会マネジメントシステム研究センター » Ｐ12
   センター長　那須 清吾　

 » 

　 連携研究センター
   センター長　木村 良
　 

　 社会連携センター          » Ｐ14

   センター長　永野 正展　
» 

　 地域共生センター        » Ｐ15
　  センター長　浜田 正彦

» 
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室長  熊谷 靖彦

交通を地域社会の基盤ととらえ、ＩＴＳと交通計画の観点から地域づくりに取り組む
これまで地域ＩＴＳ社会研究室として取り組んできたKUSANONE-ITS の成果と、地域公共交通研究室による高
知県の公共交通への提案とを統合し、地域社会の未来に貢献する。

交通基盤研究室

2015（平成 27）年度から新たに本学システム
工学群の重山陽一郎教授が研究室員として
参画します。これまで私達は新たなバス停の設
計や運行系統の見直しおよび系統ＭＡＰの設
計等高知の交通問題を違った目線で
取り組んできました。今後は更
に道路交通等へも参画し、高知
の交通基盤の中心として研究
室を盛り立てていきます。

k 地方の大きな課題は交通基盤

　過疎化や高齢化はわが国の地方が抱える共通の課題であり、中でも中山
間地に過疎高齢の集落が散在する高知県では、交通こそが地域社会存続の
最も重要な基盤となっています。人口の減少は、公共交通の減便や路線廃
止を招く一方で、公共交通が少ないが 故に頼りとしてきた小型自家用車
の運転も高齢化によってますます困難になるため、過疎地域の高齢者は買
い物や通勤などの日常生活の先行きに大きな不安を抱えています。そのよ
うな背景の中で、公共交通の再構築を図ることは、地域社会の未来にとっ
て重要なテーマです。

k 地域ＩＴＳの成果

　これまで 10 年以上にわたって地方の実情に即したＩＴＳ（Intelligent 
Transport Systems）を提起し、具体的な実践成果を重ねてきました。
　中山間の狭隘道路で対向車の接近を検知し警告する「ゆずりあいロード
支援システム」は県内はもとより県外数十カ所でも設置されています。
　「道路表示板ＫＬシリーズ」は、高額を要した表示板システムを県内企業
の育成により低額化したもので、県内数十カ所に設置されています。
　「ノーガード電停の安全対策」を数カ所で実施し安全性の向上を実現し
ました。

　この他にも、バス運行に関する改善など様々な実績をあげてきました。
　これらに共通する理念は、都市交通を念頭においた従来型のＩＴＳでは
なく、あくまで地方における住民の要望に根ざしたＩＴＳを開拓するとい
うことです。その理念をMade in Kochi の KUSANONE-ITS として海外に
も発信し、多くの支持を得るに至っています。

k 今後の取り組み

　地域ＩＴＳの技術的側面をさらに普及発展させるとともに、地域社会基
盤としての交通に 求められるシステム・計画的側面をさらに追及します。
例えば、バス路線の合理的再編や、路面電車の再評価などへの都市計画的視
点からのアプローチ、あるいはナビを装備した電動アシスト自転車による
新観光システムの提案、さらに高齢者向け地域限定免許の制度設計など、
ハード・ソフトにまたがって幅広く未来の交通基盤のあり方を考究します。

k 

k 
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教授/ 博士（工学）
重山 陽一郎

研究員
土居 貴之

システム工学群兼任  教授/博士（学術）

5 Transportation and Infrastructure Research Laboratory

室長  高木 方隆

四国の地理情報を集積し、新しい応用局面を開拓する
地理情報システムとリモートセンシングという基盤技術の上に、さまざまな情報を
重ね合わせて新しい地域政策立案のツールとする。

国土情報処理工学研究室

衛星リモートセンシングの高精度化が私自身の研究テーマです。この研
究活動によって、これまで四国を対象に、非常に多くの衛星画像と様々な
地理情報が、本研究室に集積されてきました。これらデータは、現代社会
の様々な課題の本質を浮き彫りにし、解決のための施策を検討すること
が出来ます。今後、心豊かな社会の持続的な発展を目指し、応用研究を
展開していきます。

k 地理情報システム（ＧＩＳ）の可能性

　ＧＩＳ(Geographic Information System) は近年急速に進化し、今では
社会基盤を構成する不可欠の技術となっています。2007（平成 19）年度に
は地理空間情報活用推進基本法が制定され、地図表現と結びつくありとあ
らゆる情報をデジタル地図の緯度経度データと共に一元的に集約する動
きが加速されています。
　とくに衛星によるリモートセンシングや航空写真などの面的なカバー
領域は地球全域におよび、また、赤外線による植物活性の評価など、可視光
以外の周波数帯域においても全地球的な情報蓄積が進んでいます。
　しかし、これらの面的情報蓄積が可能な自然・工学的事象とは異なる、
社会的・文化的な事象や、もしくは自然事象でも地道な実地踏査を要する
課題については、地図表現そのものが容易でないため、これらを社会基盤
情報として活用するにはまだ道のりは遠いのです。
　この研究室では、四国広域および高知県全域を主たる対象に、従来蓄積
してきた地質地形情報を土台に、植物資源情報や、さらには社会・文化的
な情報までを重ね合わせて、産業政策や防災施策などにも適用可能な社会
基盤情報を生み出すことを目指します。

k 当面の研究内容

(1) 2012 年（平成 24) 年度総務省戦略的情報通信研究開発推進事業
（SCOPE）による「『救荒植物（災害時食糧備蓄となる植物）』栽培適地評価
システムと森林資源をリアルタイムに公開する地域基盤情報システムの
研究開発」（代表：高木方隆、共同者 : 渡邊高志）の研究成果をベースに、経
時データの蓄積分析を行います。
(2) 2013（平成25)-2017（平成29)年度文科省科研費基盤研究（A）「地理情
報システム利用によるレアプランツのインベントリーと有用性・安全性の
評価」（代表：渡邊高志、共同者：高木方隆）により、ネパール、ミャンマー、
ソロモンの植物資源の地理情報システム上での集積と分析を行います。
(3) 2014（平成 26)-2016（平成 28) 年度文科省科研費基盤研究（B）「新ア
グロフォレストリーのための森林・有用植物資源の賦存量の評価・予測
モデルの構築」（代表：高木方隆、共同者：渡邊高志）により、低高度空撮レ
イヤーでのデータ収集と解析を行います。

k k 

 教授 /農学博士

システム工学群兼任

6Geomatics Laboratory



室長  菊池 豊

スケールセンシティブという新概念を提案し、地域に立脚した産業と生活基盤
の持続可能モデルを追究する
これまで地域情報化サイクル研究室として取り組んできた地域 IX 事業を踏まえ、再生可能エネルギーを
軸とする地域電力網のモデル化も加味して、域内自律型の地域構造を探る。

スケールセンシティブ地域産業研究室

これまで、いくつもの地域の幸せ度を示す指標が発表され
ています。地方もそれなりに幸せだぞと言いたいのでしょ
うが、どうも地方の得点が高くなるようにものさしを作っ
ているように思えます。それでは真の地方のあり方を議
論することができません。もっと客観性の高い、地方で
感じる幸せの本質は何かを突き詰めないと正しいもの
さしは出来ないでしょう。
別の話をしましょう。送電網が発達する以前は、電力会
社は地域の地元の企業でした。商用インターネットの
黎明期には地域ごとにインターネットサービスプロ
バイダが雨後の筍のように出来たものです。しかし、
どちらも寡占化が進んでしまいました。なぜでしょ
う。地域の会社では商売ができないのでしょうか。

インターネット、電力事業、そして地域での生活、これらは
どれも大変私には魅力的に感じます。その本質は自分の必
要なことを自分で行うからだと思うようになりました。必
要なモノやサービスを自分で作る、自分だけで作れないな
ら知人と作る、それでも出来ないならコミュニティで作る。
生活におけるこの成分が大きいほど楽しく愉快に過ごせる
ように思うのです。
この概念を拡張できないか、数理的に表現することは出来
ないか、地域の新しい産業モデルに出来ないか、これがス
ケールセンシティブの種です。植えたばかりなので、まだ形
が歪で、ひよわです。これを地域発の活動として大きく育て
たいと思っています。ご期待ください。

k 社会に見られるスケールフリー性

　社会に良く見られる構造に、スケールフリー(scale free)性という数学
的な特性を持つものがあります。これはより大きな組織がより多くの対
象を獲得するという普遍的な性質で、情報通信ネットワークやWEBのリ
ンク関係、電力網、はたまた人間の知り合い関係にも存在することが広
く知られるようになってきています。
　これは経済で考えると、国内では東京への一極集中、世界では「～メ
ジャー」と呼ばれる一部の企業がマーケットを独占する構造に当てはま
ります。すなわち、多くの産業が水平に統合され、巨大企業にならない
と継続性を持ちえないことを示しています。
　地域の目線では、このスケールフリー性が社会維持に大変な困難を持
ち込むと考えることも出来ます。地域で価値を創造し、地域が自立・自
律して行くためには、このスケールフリー性と異なるモデルによる社会
構造が必要なのです。

k スケールセンシティブへの挑戦

　人工言語理論で、文脈のある/なしを context sensitive/free と呼びま
す。これにならって、スケールフリーの対極となる概念、すなわち地域
向きの社会構造を表す性質をスケールセンシティブ(scale sensitive)と命
名しました。
　スケールセンシティブな構造の特徴は、経済性やQoL（quality of life）
と言った社会の指標が、必ずしも規模とは連動しないことを意味していま
す。それぞれの最適な規模が、地域社会の規模と同程度に落ち着くような
構造を示す概念です。
　この構造を実現するためには、従来の価値の概念を変えていく必要が
あります。均質な要素が大量にあることを良しとするような経済指標が
必ずしもQoLとは相関がないということを見極めることにより「個々の
地域やコミュニティに準拠した生産活動や役務活動の方が品質は高いの
である」というような概念を広めることが重要と考えています。
　本研究室では、スケールセンシティブな地域産業、特に再生可能エネ
ルギーを軸とした電力ネットワークや情報通信ネットワークなどを題材
に研究を進め、地域が活力を取り戻すための産業を構想・実装すること
を目指します。

k k 

教授/博士（工学）

7 Scale-sensitive Regional Industries Laboratory

室長  朴 啓彰

脳ドックの大量脳MRIデータを用いて
高齢社会の問題解決に迫る
日本は人口当たり世界一のＭＲＩ保有国であ
り、脳ドックという独自の予防医学が普及してい
る。この脳ドックの大量データを、これからの高
齢者のモビリティの確保など健康長寿の実現に向

けて活用する。

地域交通医学・社会脳研究室

若くても脳組織が変性して、白質病変や脳萎
縮が結構頻繁に認められます。できるだけ早
い時期に、脳ドックを受けることをお薦めし
ます。脳を知れば、人生が変わります！

k 高齢社会の問題対策の
   キーワードは「モビリティ」

　高齢者が生き生きと暮らせる社会では、自由にどこでも移動できるモ
ビリティ（車の運転）の維持・確保が不可欠です。しかし、現状は高速
道路での逆走など危険運転による高齢ドライバーの死亡事故が多発して
います。また、軽度認知機能障害者(MCI)は400万人と推定{2013(平成
25)年度厚労省研究班報告}されています。MCIの多くは健常者と同様に
車を運転していると考えられます。この事態に免許証返納という対応だ
けでは、高齢者の活力を殺ぎ、社会の停滞に繋がる危険性があります。
高知県のように、公共交通網が充実していない地方部では、車を運転で
きないことはライフラインの喪失と同義です。モビリティの低下や免許
返納などが社会的老いを招き、さらに肉体的・精神的な個人的老いをも
たらし、それがさらにひきこもりなど社会的活動を低下させる負のスパ
イラルに落ち込むことは避けねばなりません（図1）。

k モビリティ対策には、
   脳の個人差を考慮することが鍵

　高齢者が活力を維持できる社会の実現には、免許返納だけではなく高齢
者講習のあり方も含めた新たな運転免許制度の構築が 1 つの試金石とな
ります。一方、ヒトの高齢化には個人差が大きく、新制度構築にあたって
は、個人差をどう扱うかが肝要です。我々は、高齢者の個人差は、脳の個人
差であり、危険運転や交通事故は、脳の個人差が運転能力に影響を及ぼし
た結果であると考えます（図 2）。
　10,000 件を超える脳ドックのMRI データから、白質病変と脳萎縮が危
険運転や交通事故と関連する脳内因子であることを見出しました (PLOS 
ONE 2013&2014)。

k モビリティー（交通）特区の提言

　高齢者講習の試行を65歳から始めることを提案します。なぜならば、
前期高齢者の65歳から体力や認知機能の低下が顕著になり始めるからで
す。自動車学校では、簡便な健康チェックと脳MRI検査を同時試行し
て、モビリティの維持・確保に必要なデータを収集します。これらの
データを基に、必要ならば医療機関にも紹介し、用途別・地域別の運転
免許制度を導入します。できるだけ長く、自分で運転できる車社会の創
出を目指します。
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研究員
阿部 玲佳

研究員
大田 学

 客員教授/博士（医学）

現行の高齢者講習

モビリティ（交通）特区

70 歳以上から　①②が受講可能
①運転適性検査、視力（動体 )検査
②実車運転と運転指導
75 歳からは　③認知機能検査が必須

新規の高齢者講習は 65歳からスタート　
①②③に加えて
○血圧・脈波・心電図　○疲労度・うつ
○神経心理テスト　○脚力などの身体機能
機能検査　○歩行分析・足のケア
○ＭＲＩの脳構造・脳機能データから
　モビリティを科学的にマネジメントする

65歳からスタート

○ＭＲＩの脳構造・脳機能データから
　モビリティを科学的にマネジメントする

いきいき高齢社会の実現
自動車学校が第二の学校になる

低コストで高便益

高齢者対策の
鍵は個人差の克服

国保医療費の
半分を高齢者が
占める

運転免許の更新  
・返納

医療機関への紹介

個人差に対応した
柔軟な免許制度の導入

地域限定、用途限定、
同乗者義務付け等、
個人対応型の免許証発行

寝たきりを防ぎ、
高齢者のヘルスケア

を支える

自動車学校が地域のコミュニティセンターに
高齢者のモビリティ維持・確保が緊急災害時
に貢献

既存の制度を有効活用

8Traffic Medicine and Social Brain Laboratory
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室長  甲斐 芳郎

最先端技術と地域をつなぐ、最先端技術で地域を守る　　
2011東北地方太平洋沖地震は２万人近くの尊い命を奪い、今も東北地域を中心に産業や生活に深刻な影
響を与え続けている。千年の時を経て繰り返す極大災害に対しては、人間は過去の記憶だけで備えるこ
とはできない。人知を超える自然の猛威に対して、最先端のあらゆる技術を統合し、災害に対して最善
の対応をめざす。

統合減災マネジメント研究室

防災は身近な問題でありながら、日常の生活ではなかなか
意識できないものです。しかしながら、一旦大災害が発生す
ると、残念ながら一般の人々にも多数の後悔を引き起こす
ものでもあります。江戸時代には大堤防は存在しませんで
した。その結果人々は中小の津波でも多少の被害を被り、そ
れにより大津波の恐怖を認識することができました。

現代では中小の津波に対しては万全の備えを講じてお
り、それによる被害はないものの、逆に災害に対する
認識が甘くなっているのかもしれません。本研究
室の活動が現代人の防災意識に何らかの助けに
なるよう活動を続けています。

k 世界の最先端の技術を高知に結集

　我が国は地震、津波に限らず、台風、高潮、火山噴火を始め、様々な自然災
害に見舞われてきました。それに対して、先人達は多くの知の結晶により
対応してきました。今日では耐震工学、耐津波工学の分野等において我が
国は世界最先端の技術を有しています。
　本研究室では、我が国の地震や津波等の様々な災害に関わる最前線の研
究をしている第一線の研究者と親密な関係を築き、彼らと最新の研究成果
を共有しています。

k 世界の最先端の技術を高知で活用

　地震、津波、土砂災害といった様々な災害から人命を守るのは当然のこと
ながら、広域の長期浸水を伴う津波被害に対しては、被災後の復興が重要な
キーワードとなっています。より効果的な復興活動のためには、事前の復興
計画の策定が有効なことは言うまでもありませんが、そのためには、被害の
具体的なイメージを市民の間で共有することが大切です。高知工科大学で
は、高知県内各地の地震被害推定や、津波に対する避難シミュレーションな
ど、地域の減災に役立つ研究を行っています。

k 世界の最先端の技術を高知へ展開

　集積した最先端の技術は、大学内に留めるのではなく、地元の企業や自治
体などの現場で実際に活用されるよう展開します。具体的には、技術を現場
で利用してもらうための技術講習や、減災のための災害マネジメントにこ
れらの技術をどのように活かしていけばよいのか勉強会を開催していま
す。これにより、技術に精通した多くの技術者を育み、地域のニーズに即し
た様々な災害情報の要望に対して、肌理の細かい対応ができるようになる
ことを期待しています。また、地元の企業が技術面で他県に対して優位に立
つことにより、新たなビジネスチャンスと結びつくことも期待しています。

k 減災に向けた映像情報の発信

　地震時に建物がどのように振動するのか、津波が地域にどのように押し
寄せるのか、解析結果は全て数値で表現されています。しかし、そのような
数値を眺めても、実際の地震や津波のイメージを持つことは不可能です。
そこで、最新の可視化ツールを用いて、解析結果をわかりやすいアニメー
ションとして公開しています。これにより、一般の方にも自分の身の回り
が地震時にどのような状況となるのか、津波がどのように押し寄せるのか
容易に理解ができるようになります。

k 

k 
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 教授 /博士（工学）

システム工学群兼任

9 Integrated Emergency Management Laboratory

室長  渡邊 高志

高知県の誇る多様な植物遺伝資源の真の価値を明らかにし、
持続的な植物活用の道を拓く
高知県はわが国に自生する 6,000 種のうち半数以上の 3,170 種が存在する植物の宝庫であり、そのうち
300 種ほどが薬用植物と見込まれているが、そのほとんどは未開拓である。一方、県内各地には植物利用に
関する伝統的な知恵の体系がまだかろうじて残っている。それらを掘り起こし、サイエンスの光をあてる
ことであらたな地域活性化の可能性を広げる。

補完薬用資源学研究室

k 高知県植物資源調査の集大成

　2010（平成 22) 年度に研究室を開設して以来、5年間で約 1億円の外部
資金を得て、高知県の有用植物資源について調査研究を行い、その集大成
として有用種 354 種を選抜し用途や効能などの解説を加えた「高知県有
用植物ガイドブック」を刊行しました｛2015（平成 27)3 月｝。
　
　

　この間、「地域植物資源コンテンツの拡充と利活用を促進する地域
フィールド活動支援プラットフォームの研究開発」｛総務省 SCOPE・
2010（平成 22)-2012（平成 24) 年度｝により、地理情報システムと植物
データベースとを組み合わせた LUPINES（Local Useful Plants with 
Intelligent Network of Exploring Surface）地域資源活用プラットフォー
ムを開発・実装し、WEB上に公開しました。また、県内 3大学と企業の共
同研究として、「県産未利用有用植物の活用に向けた農商工医連携基盤の
構築と事業化モデル」｛高知県・2011（平成 23)-2013（平成 25) 年度｝の
研究課題で、県内の未利用有用植物約 350 種について薬理活性スクリー
ニングなどの評価を行い、医薬品、健康食品、化粧品素材などの産業応用に
向けた優先順位づけを試みました。
　2012（平成 24) 年度からは LUPINES を活用し、「救荒植物（災害時食糧
として江戸中期に普及）の栽培適地評価システム」(高木方隆・SCOPE・
2012) の共同研究により自生環境の評価や栽培適地選定の方法論を開発

し、有望種の薬理活性と、微気象・微地形等の環境要因との関係性につい
ての分析研究も継続しています。
　2013（平成 25) 年度から「地理情報システム利用によるレアプランツの
インベントリーと有用性・安全性の評価」｛科研費 A・2013（平成
25)-2017（平成 29) 年度｝により、これまでフィールドとしてきたネパー
ル、ミャンマー、ソロモン諸島、台湾、カンボジアなどの植物調査を
LUPINES 上で集大成することを目指しています。
　2014（平成 26) 年度から「新アグロフォレストリーのための森林・有用
植物資源の賦存量の評価・予測モデルの構築」｛高木方隆・科研費 B・
2014（平成 26)-2016（平成 28) 年度｝により、低高度空撮立体画像データ
による森林バイオマスおよび有用資源植物の賦存量の精密な評価・予測
モデル化を進めています。これにより、間伐材・林地残材をフル活用した
木質バイオマス火力発電と用材生産との両立、さらに伐採後林床における
高価値有用植物の栽培適地輪作とを加味した、新アグロフォレストリーの
開拓を目指します。

k 今後の展開

　ガイドブックに収録された有望種について、今後は産業化への展開をに
らみつつ、大手企業及び県内企業との商品事業化モデルを模索します。
　また、身近な植物の伝統的活用法を掘り起こすとともに、あらたな産業
活用の可能性を探るため、2011（平成 23) 年度に開校した植物学校「プラ
ンツ・アカデミー」をプラットフォームにした人材育成事業を継続（高知
県内、東京都内を予定）します。
　研究成果を地域づくりにも活かすため、香美市土佐山田町佐岡地区と香
南市香我美町西川地区を実践フィールドとして、有用植物を活用した地域
ブランドの開発や、観光拠点整備などの試行を継続します。

k 

k 

これまで人と植物の関わり、自然との調和をテーマに
して学問に携わってきました。植物のもつ未知の力で
世界を変えたいという気持ちから、国際プロジェクトに
取り組み始め30年が過ぎました。高知県に活動拠点を移
してからは、有用植物が持つ様々な機能を活かし、人間
の暮らしに安全・安心を与え、そして美味で健康に役立
てるため、植物のインベントリー調査に取り組んでき

ました。私たちが生きていく21世紀の世界では、植物資源をめ
ぐる農工医連携の科学や教育はますます重要性を増していきま
す。さらに地域に根ざし、地域の役に立てる大学のあり方も問わ
れています。その先駆的なモデルとなるように、さらなる取り組
みを進めます。

 客員教授/薬学博士
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室長  松本 泰典

ローテクとハイテクの融合で地域密着型の”ものづくり”を推進
地域の基幹産業である農水産業から得られる資源は、これまでに生産性の向上を目指した科学技
術の導入が行われ、その成果には目覚ましいものがある。しかし、昨今の地域の重要な課題であ
る人口減少の抑制、雇用創出から、これまでの技術開発に加え、新たな技術が求められている。こ
れに応えるべく地域資源に価値を付与することをテーマに、さまざまな分野の先端技術の研究開発
を融合し推進する。

ものづくり先端技術研究室

本研究室は、主として高知県内の企業とタッグを組み、技術のレベルアップ、新製
品・新事業の開発を進めてきました。今後もこの方針を基本としながら、高知県
内はもとより、県内外の研究機関・他大学とも共同で技術開発に取り組んでいき
ます。これまでの研究テーマであるスラリーアイスや海洋深層水に関する研究開発
にとどまらず、さまざまな産業における新たなニーズを「ものづくり」の観点から
くみ上げ、形にしていきたいと考えています。

k 地域のニーズに応える

　本研究室がめざすのは、ハイテク技術そのものの研究ではありません。
高知県の地場産業である漁業、農業、林業、土木建設業、および最近注目さ
れている福祉・介護産業、環境産業などの分野で、ローテク技術の上に自
動化、集約化などのハイテク技術を加え、付加価値を高めることによって、
他ではできないユニークな、そして人々の役に立つ製品を研究開発するこ
とが、本研究室のポリシーです。
　本研究室では、地域密着型の“ものづくり”をテーマに、「海水利用関連装
置」「福祉・介護装置」「土木建設機械」「環境対策装置」「農業・林業関連装置」
の 5分野で研究開発プロジェクトを推進してきました。資金や研究開発体
制等に恵まれない地元企業の「駆け込み寺」として存在価値を高めていき
ます。

k 研究・活動実績（プロジェクト例）

 Ý 凍結濃縮システムの研究
　加熱すると成分の変質や、香りが損失してしまう液状食品を濃縮するた
め、液体中の水（H2O）を氷にし、含有成分の品質を損なうことなく濃縮可
能な装置の開発に取り組んでいます。
＜プロジェクト例＞
・2009（平成 21）-2010（平成 22）年度ＪＳＴ研究成果最適展開支援事業  
フィージビリティスタディ可能性発掘タイプ　シーズ顕在化に採択
・2012（平成 24）-2014（平成 26）年度四国経済産業局戦略的技術高度化
支援事業に採択

 Ý 「スラリーアイスの製造・貯蔵・輸送の研究」（産学官共同）
　塩分濃度 1wt％以下の塩水からスラリーアイスの製造が可能な装置開
発の他、氷充填率（IPF）が一定で貯蔵および輸送が可能な貯氷タンクの開
発に取り組みました。

＜プロジェクト例＞
・2005（平成 17）年度ＪＳＴサテライト高知の事業に採択
・2006（平成 18）、2007（平成 19）年度四国経済産業局地域新生コンソー
シアム研究開発事業に採択
・2011（平成 23）年度日刊工業新聞社「第６回モノづくり連携大賞」受賞
・2014（平成 26）年度文部科学大臣表彰「科学技術賞（技術部門 )」受賞

 Ý 「生鮮食品等の高衛生・鮮度保持に関する新たな冷却媒体生
産システムの研究開発」

　食品添加物として近年認証された次亜塩素酸を含有した塩水溶液から、
スラリーアイスの生成がワンパスで、すなわち貯氷タンクを必要とせず製
氷装置からダイレクトに氷充填率 25％のスラリーアイスが生成可能な機
構の開発に取り組んでいます。
＜プロジェクト例＞
・2014（平成 26）-2016（平成 28）年度高知県産学官連携産業創出研究推
進事業委託事業に採択

 Ý 「生鮮魚介類の鮮度保持システムの研究開発」（産官学共同）
　高知県内の水産研究機関、企業との連携を図り、近海漁業で漁獲される
魚介類の長期鮮度保持方法の開発に、保存水質と各魚介類の鮮度との関係
を調べアプローチしています。
・2008（平成 20）年度ＪＳＴ地域イノベーション創出総合支援事業（地域
ニーズ即応型）に採択
・2013（平成 25）-2015（平成 27）年度ＪＳＴ第３回復興促進プログラム
（マッチング促進）に採択

k 
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 Ý 
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 Ý 

 准教授/博士（工学）

システム工学群兼任
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センター長  那須 清吾

文理統合による社会シミュレーションと政策・経営ソリューション創造
実装研究における社会科学と自然科学の統合をはかり、複
雑な課題を分析・再現・予測することで、実際に社会を経
営するための役に立つ学問を目指す。

社会マネジメントシステム研究センター

当センターでは、具体的課題として、①高知県における地
震・津波防災研究、②インドネシア政府の将来の地域経営・
再生可能エネルギー計画策定、③タイ政府への気候変動に
対する適応策立案支援、④社会資本による安全安心を確保
する維持管理システム、⑤喫煙・飲酒と脳の委縮現象の関
係性分析と緩和飲料の開発、⑥気候変動下における四国の
水資源政策決定支援システムの開発、などを掲げ着実に成
果を出していきます。

k 学術統合の必要性

　我々の世界は、気候変動や水資源問題、環境エネルギー問題、少子高齢
化や低成長問題、さらには社会基盤の老朽化による安全安心に対する脅威
など、さまざまで複雑な課題に直面しています。社会における経営問題や
政策課題に対するソリューションを生み出す方法は、学術分野毎に存在し
ますが、複雑化する社会的課題の再現やソリューション創造は単独学術分
野では困難になってきています。個々の学術分野の分別性（分離・個別的
な認識）ゆえに、社会の将来にとって重要な依他性（つながり・関係性に
目覚めた認識）とその結果としての将来見通しや対応方法にたどり着くこ
とが困難なのです。しかし、たとえ困難でも、真実性（全てはつながり・
関係性において存在本来一つであること）から学術分野の関係性を構築す
ることで、ソリューション創造が実現出来ることを示す必要があります。
　学術分野は、第一に基礎的な原理に関する研究（基礎研究）、第二に基礎研
究の応用研究、第三に応用研究の
実装研究に分類されます（右図参
照）。ここで重要なのは、実装研究
における社会科学と自然科学の統
合研究です。実社会と学術、現象と
認識を繋ぐ trans-disciplinary およ
び、学 術 分 野 を 統 合 す る
inter-disciplinary を研究体系とす
ることで、あらたな研究分野の構
成・発展に寄与できるのです。

k 社会マネジメントシステム学

　社会マネジメントシステム研究センターでは、地域活性化や事業創造、
行政経営や地域経営などの個別的課題を解決するための社会マネジメン

トシステムの創造により社会貢献を行っています。社会貢献を通じて学術
的研究を実践し、その成果を検証することで更に学術的論理を進化させる
マネジメントサイクルにより、研究と社会貢献が一体化した取り組みを
行っています。
　本センターが提案する”文理統合による社会シミュレーションと政策・
経営ソリューション創造”は、主として工学、心理学、経済学、経営学の統合
により社会現象を再現・分析し、政策・経営戦略の効果を評価することで
真に社会が求めているソリューションを創造し意思決定することを目指
します。対象とする分野は、これまでの高知工科大学 21世紀 COE“社会マ
ネジメントシステム学”で研究実績を蓄積してきた災害マネジメント、社
会基盤維持管理と安
全安心マネジメン
ト、地域エネルギー
政策マネジメント、
地域活性化経営（産
業、福祉）、気候変動
適応策です。

　高知工科大学は伝統的にアジアを中心として発展途上国との連携研究
や地域貢献を行ってきました。2005（平成17）年度に設立した「社会マ
ネジメントシステム学会」で、インターネットを中心とした参加自由型
の論文集の発行や、国際シンポジウムを毎年開催しています。社会科学
および自然科学の多様な学術分野の統合により社会的課題を認識し、そ
の解決に向けた社会マネジメントシステムを創造することを目指す同学
会では、国内外の様々な学術分野の研究者や実務者が参加しています。

k 

k 

社会システム、経営
システムの仮説（行政経営、
事業形成、政策立案などの
方法論・システム仮説）

社会貢献による実験
（具体的なシステム構築
  および運用）

システム設計、プロセス設計
の論理・構造検証（ロジックの
検証と新たなロジック構築）

社会貢献の成果確認
（パフォーマンス、プロセス確認）

創造（一次 )
モデル

展開（二次 )
モデル

統合（三次 )
モデル

文化

学術

社会基礎研究
・理論

応用研究・
理論・技術

実装研究
社会科学および自然科学
応用理論・技術の統合

学術分野
の構造

 教授 /博士（工学）

経済・マネジメント学群兼任

経済・マネジメント学群兼任

助教（ポスドク研究員）/博士（工学）
吉村 耕平
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室長  國島 正彦

建設業を見据えた高知の未来図を描き
高知県民の創意工夫を活かした地方創生を目指す
高知の新たな公共工事システムの導入・普及による地方中小建設会社の信頼回復と地域親和力の復権に
取り組む。

新公共工事システム研究室

建設のプロジェクトマネジメント、公共調達制度、国際協力
学に関する教育研究を25年間、東京を活動拠点として、国
（国土交通省等）と政令指定都市、大手ゼネコン、大手建設
コンサルタントの方々と大型土木工事を見据えて交流してき
ました。2012（平成24)4月に高知工科大学に着任してから3
年間の最大の発見は、同じ建設会社といっても、従業員一人
当たりの年間売上高が、重層下請施工する大手ゼネコンは、1
億数千万円、高知の自前施工する地元中小建設会社は、1千5
百万円と、10培近くの大差があることです。両者のコスト・

収益構造が著しく異なるのは当然です。しか
し、国・霞が関・大都市で制度設計された公共
工事システムは、両者の相違は殆ど考慮されて
こなかった、できなかったのが実情です。高知
県版；公共調達規則（試案）土木一式工事の一
般条件による試行工事を目指すことは、東京発
でうまくできなかった目に見えない技術開発を
高知発で実現しようとすることです。

k 高知県版；公共調達規則（試案）
　土木一式工事の一般条件

　一般社団法人四国クリエイト協会から公立大学法人高知工科大学が受
託した寄付講座「安定成長・高齢化・人口減少時代における新たな公共事
業執行システムに関する調査研究業務」｛期間；2012（平成 24)-2014（平
成 26) 年度｝の研究成果として「高知県版；公共調達規則（試案）土木一式
工事の一般条件」条文・解説を起草しました。
　日本が右肩上がりで成長していた貧しい時代には、とてもうまく機能し
ていた公共工事システムは、1993（平成 5）年度の大手ゼネコン汚職事件
を契機に少しずつ改革されてきました。 しかし、段階的・漸進的取組みに
よる部分的最適化を何回繰り返しても、結局は全体最悪に陥って閉塞感を
払拭できないというのが公共工事を取り巻く建設業の実状だったと思わ
れます。
　高知の未来図を見据えて地方の実態に整合した全体最適といえる公共
工事システムの全体像を示して社会実装する「社会システムのイノベー
ション（創新）」が必要な時期にきています。
　現在の公共工事の入札・契約制度のままでは、高知県の地元中小建設会
社の健全な発展の見通しが立たないという問題に真正面から取り組むた
めに、高知の新たな公共工事システム研究会を、2012（平成 24）年 9月に
設立しました。共謀や腐敗の排除を常に念頭に置きつつ、地元中小建設会
社を企業評価する視座に、地域産業や自然災害対応への貢献等を考慮した
地域親和力の概念を新たに導入しました。地元中小建設会社と地域社会の
実情を十分に斟酌した工事の品質や価格以外の要素を的確に評価できる
土木一式工事の入札・契約システムの全体像を「高知県版；公共調達規則
（試案）土木一式工事の一般条件」条文・解説として文章で示したのです。

k 高知の新たな公共工事システム研究会の
   再構築および目標

　文章（文字）で示した（試案）に沿って実際の土木一式工事（試行工事）を
実施（社会実装）して、（試案）の内容の妥当性を検証することが、2015（平
成 27) 年度に再構築する高知の新たな公共工事システム研究会の目標で
す。 試行工事（パイロット工事）を実施するために、以下に示す事柄に取り
組みます。
(1) 地方中小建設会社を的確に企業評価できる、高知県版；経営事項審査
要領の策定

(2) 工事内訳明細書および工事費内訳明細書の雛形の作成
(3) 工事日報の雛形の作成
(4) 受入検査（出来高部分払い）実施要領の策定
(5) 施工プロセス検査マニュアルの策定
(6) 地域親和力の算定方法の立案
(7) 高知県版；公共工事・発注の平準化ハンドブックの立案

　高知の新たな公共工事システム研究会の委員として、高知県の公共工事
（土木一式工事）に携わっている様々な立場（県・市町村の発注担当者、地
元中小建設会社、建設コンサルタント、資機材メーカー等の受注者、教育研
究機関、金融・保険・保証会社、マスコミ等の関係者等）の方々に御参画頂
きたいと願っています。

k k 

技術顧問/ 工学博士
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センター長  永野 正展

地域連携機構諸活動の社会実装に向けた
体系化を目指す
地域連携機構のこれまでの諸活動の中から社会実装の局
面における構想や課題の分析を行い、大学の地域貢献の
先駆的なモデルを歴史に留める。

社会連携センター

急速に進展する少子高齢化社会は地域の持続的発展を妨げ
る要因であり、限界集落と言う概念を超えて限界自治体
( 社会 ) の出現も想定可能な時代環境となっています。  
もはや 20 世紀後半の社会運営システムが機能しなくな
りつつあることを素直に受け入れて、新しい運営モデルの
構築とより効果的な運営エンジンの実装に取り掛からな
ければならないときに来ています。 必要とするエンジン

は集落や地域・自治体の垣根を超えた多機能のクラスター
構造によってニーズに対応するものが想定されます。 また、その
エンジンは自律が前提条件であり、財政・経済面や運転面から
も自在に運営・統御できるプレイヤーの出現が重要です。

k グリーンエネルギーのさらなる発展

　前身である地域活性化研究室の開設以来、高知の森林資源の活用を中心
としたグリーンエネルギー戦略を提起し、ひとつの節目として宿毛市に木
質バイオマス火力発電所とペレット製造工場を併設したプラントを建設
し実稼働するに至りました。
　今後さらにこのモデルプラントを足がかりにして地域貢献を発展させ
るため、自然林などを対象とした森林経営計画による新たな価値創造や早
生の樹木を導入した森林経営、伐採跡地で有用植物栽培を行う新アグロ
フォレストリーの試行、リモートセンシングや ICT を活用した森林資源の
評価管理、森林労働改善のためのロボット開発など、様々な方向で挑戦を
重ねる必要があります。
　多分野の研究者・実務家の参加によりグリーンエネルギー戦略の一層
の発展を目指します。

k 地域の諸課題に取り組む「場」

　地域連携機構の各研究室とも過去 6 年の経験を通して社会実装の段階
に向けた取り組みを強化しつつあり、これまで以上に幅広い情報発信と
様々な関係者による自由な意見交換が必要となります。社会連携センター
ではそのような「場」の創出を目指します。
　また、地域の諸課題に関する分析・コンサルテーションなどにも取り組
むとともに、地域の政策立案を担う議員や首長等に向けた地域連携機構独
自の情報提供なども進めます。

k k 

教授
松崎 了三研究員

村井 亮介

教授/ 工学博士

地域共生センター兼任
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准教授/博士（心理学）
鈴木 高志
共通教育兼任

センター長
地域の幸せを見つめ、末代まで安心して暮らせる
地域社会の実現を目指す
過疎、高齢化などの逆境の中で、地域の暮らしや文化の価値を再発見す
るとともに、新たな価値の創造と、次の世代の育成と持続可能な地域社
会の継承に向けた試みに挑戦する。

地域共生センター

大学の社会貢献が、研究、教育に次ぐ第三の役割
と規定されたのは、今からわずか 10年前｛2005
（平成 17）年度中教審答申｝のことであり、いまだ
本格的な理論体系も確立していません。 さらに
地域貢献となると、地方それぞれの固有の事情も
あり、各地の大学が手探りをしている段階です。
したがって、前例や横並びにとらわれずに、高知
工科大学独自の道を拓いていきたいと思います。

k 大学地元からの地域モデルづくり

　大学が立地する物部川流域は、古代からの基層文化の上に近代にいたる
歴史文化が重層しています。 いっぽう過疎、高齢化という地方共通の課題
が積層し、文化の喪失、コミュニティの消滅などの危機に直面しています。
その中で、あらためて地域住民が主体となって地域社会を再構築し、次の
世代に誇るべきふるさとを継承することに大学がどのように寄与できる
かの実践的なモデルを探究します。
　地域社会の一員でもある大学として、当センターではボトムアップ・ア
プローチを重視し、地域住民の意識の誘導、試行的な実践活動およびその
科学的な評価などの具体策を重ね、その中から県内他地域や、我が国広域
に波及するような成功事例を示します。

k 次世代への継承

　地域を再構築するためには、なによりも次の担い手を育成することが重
要です。
　これまでも高知工科大学では、地域の小・中・高校生へ出前授業などの
試みを続けてきましたが、さらに進んで、地元の児童・生徒、大学生が地域
の高齢者などと共に文化体験を再現共有するなどの「学びの場」を創出し
ます。そのほか、地域の環境を活かした多様な学習プログラムの提供を試
みます。
　また、教育心理学や教育学、教育工学などの最新の知見も動員して長期
縦断的な調査を実施します。これにより、一過性のイベントに終始するこ
とない持続的な学習プログラムの構築と、継続的な評価を重ね、１０年後
の成果を見据えた活動を展開します。

k k 

助手
武村 由美

教授 / Ph.D 
渡邉 法美

地域連携機構副機構長

浜田 正彦

経済・マネジメント
学群兼任兼任
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代表者　　資金出所　　事業名称／研究テーマ

交通基盤研究室（旧：地域ＩＴＳ社会研究室／地域公共交通研究室 ) 
熊谷　靖彦　　　科研費　　　超高齢社会における道路交通・警告情報提供の脳医学的側面を踏まえた基礎的研究
熊谷　靖彦　　　　県　　　　KoCoRoWeb システム保守・運営委託業務
熊谷　靖彦　　　市町村　　　香南市営バス再編支援業務
熊谷　靖彦　　　　県　　　　川根寸又峡線外県単道路調査に伴うゆずりあいロード支援システム検証業務
熊谷　靖彦　　　企　業　　　埋設型車両検出センサの応用研究
熊谷　靖彦　　　市町村　　　佐川町地域公共交通住民ニーズ調査等委託業務
熊谷　靖彦　　　企　業　　　高速道路トンネル内におけるパラメトリックスピーカーの適用性の可否に関する研究

国土情報処理工学研究室
高木　方隆　　　科研費　　　新アグロフォレストリーのための森林・有用植物資源の賦存量の評価・予測モデルの構築

スケールセンシティブ地域産業研究室（旧：地域情報化サイクル研究室）
菊池　豊　　　　総務省　　　分散システムの耐災害性・耐障害性の検証・評価・反映を行うプラットフォームとビジネスモデルの開発
菊池　豊　　　　科研費　　　インタークラウド環境を用いたセンサーデータの分散解析手法の研究 

地域交通医学・社会脳研究室（旧：地域交通医学研究室）
朴　啓彰　　　　団　体　　　地域連携機構　地域交通医学研究室　学術研究のため
朴　啓彰　　　　科研費　　　脳MRI に基づく高齢ドライバーの危険運転予測法の開発
朴　啓彰　　　　科研費　　　高齢ドライバーの加齢による脳機能変化と運転行動の関連に関する基礎的研究 
朴　啓彰　　　　科研費　　　脳底部を標的にした磁気刺激法の基礎的研究
朴　啓彰　　　　　県　　　　飲酒による脳萎縮を軽減する健脳飲料の研究開発
西田　泰　　　　科研費　　　交通事故のコーホート分析による加齢に伴う運転能力変化のメカニズム解明

統合減災マネジメント研究室
甲斐　芳郎　　　団　体　　　病院施設の津波リスクマネジメント補助学術研究のため

補完薬用資源学研究室
渡邊　高志　　　団　体　　　有用植物等を使った西川地区の商品開発委託業務
渡邊　高志　　　科研費　　　地理情報システム利用によるレアプランツのインベントリーと有用性・安全性の評価

ものづくり先端技術研究室
松本　泰典　　　企　業　　　柑橘ジュースの濃縮度合による風味の研究
松本　泰典　　　経産省　　　懸濁結晶法による凍結濃縮システムの開発
松本　泰典　　　企　業　　　冷熱蓄熱、溶液スラリー冷凍濃縮技術の応用及び、（僻地）エネルギー地域連携に関する学術研究のため
松本　泰典　　　企　業　　　松本泰典准教授の学術研究のため
松本　泰典　　　企　業　　　松本泰典准教授の学術研究のため
松本　泰典　　　ＪＳＴ　　　スラリーアイスを活用した三陸の水産物の長期鮮度保存技術の開発
松本　泰典　　　企　業　　　「小型スラリーアイス装置テスト機」開発に関する技術指導
松本　泰典　　　　県　　　　大型非加圧式電動噴霧機の試作開発に伴う試験および検証
松本　泰典　　　　県　　　　生鮮食品等の高衛生・鮮度保持に関する新たな冷却媒体生産システムの研究開発
松本　泰典　　　企　業　　　カット野菜の賞味期限を大幅に延長できるカット野菜専用保冷庫の試作開発
松本　泰典　　　企　業　　　凍結（温度差）濃縮装置による廃液、溶液の分離または減容化技術

社会マネジメントシステム研究センター
那須　清吾　　　市町村　　　高知市木村会館整備基礎調査委託業務
那須　清吾　　　文科省　　　気候変動下における四国の水資源政策決定支援システムの開発
那須　清吾　　　ＪＳＴ　　　道路インフラマネジメントサイクルの展開と国内外への実装を目指した統括的研究
那須　清吾　　　団　体　　　地方自治体の社会資本維持管理と電子データベース運用の実践

受入額合計　　118,945,074 円

& 2014（平成26) 年度外部資金等一覧 
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沿革

地域連携機構メンバー

2009（平成 21）年
4 月　地域連携機構発足

大学の社会貢献や地域貢献への期待により強力に応えるべく、本学の
公立大学法人化と同時に地域連携機構を設立した。
従来、総合研究所のもとで特に地域貢献の性格が強かった以下の5
つのセンターを、あらたに連携研究センターの研究室として再配置す
ることとした。
地域 ITS社会研究室（熊谷靖彦 )
地域情報化サイクル研究室（菊池豊 )
知的認識システム開発研究室（竹田史章 )
バイオカーボン開発研究室（坂輪光弘 )
ものづくり先端技術研究室（松本泰典 )
同時に、これらの個別研究室のシーズを横断的につなぎ、あるいは地
域の課題構造そのものを分析し社会システムとしての提案につなげ
るための地域連携センターが構想され、次の2つの研究室が新設配
置された。
連携企画研究室（中田愼介 )
地域活性化研究室（永野正展 )

4 月　地域連携機構発足記念講演 4 月 23 日（木 )
            「地域活性化と大学の役割－地域連携機構の意義－」
　　　（地域活性学会会長清成忠男 )

2010（平成 22）年
4 月　連携研究センターに「補完薬用資源学研究室」（渡邊高志 )新設
8月　経済産業省・産学連携人材育成支援事業に採択
            テーマ：「高知工科大学地域連携機構を核に大学教員と地域人材が
            共に育つシステムモデルの試行」（代表：中田愼介 )
8 月　総務省・戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE) に採択
             テーマ：「地域植物資源コンテンツ拡充と利活用を促進する地域
             フィールド活動支援プラットフォームの研究開発」（代表：渡邊高志)
10月　連携研究センターに「地域公共交通研究室」（熊谷靖彦：兼任)新設

2011（平成 23）年
3 月　坂輪光弘教授退任により「バイオカーボン開発研究室」終了
4月　地域連携機構長に木村良（研究本部長、総合研究所長兼任 )着任
4月　社会連携部が新設され地域連携機構を担当
4月　「社会マネジメントシステム研究センター」（那須清吾 )新設
4月　連携研究センターに「地域交通医学研究室」（朴啓彰 )新設
7月　高知さんさんＴＶ（ＳＵＮＳＵＮスーパーニュース）地域連携機構
           特集第１クール放送（7/11-15）
10 月　高知さんさんＴＶ（ＳＵＮＳＵＮスーパーニュース）地域連携機構
             特集第２クール放送（10/17-21）
12 月　高知さんさんＴＶ（ＳＵＮＳＵＮスーパーニュース）地域連携機構
             特集第３クール放送（12/12-16）

2012（平成 24）年
3 月　高知さんさんＴＶ（ＳＵＮＳＵＮスーパーニュース）地域連携機構
           特集第４クール放送（3/13-19）
3月　「知的認識システム開発研究室」がシステム工学群竹田研究室へ移行

プログラムオフィサー
久須美 雅昭

研究連携部長兼
社会連携課長 
長山 哲雄

社会連携課
高橋 時恵 社会連携課

西山 右貴子

社会連携課
石川 裕子

研究連携専門監
佐藤　暢
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4月　連携研究センターに「統合減災マネジメント研究室」（甲斐芳郎）新設
4月　社会マネジメントシステム研究センターに「財務会計研究室」
           （村瀬儀祐）新設
7月　地域連携機構発のベンチャーとして（株）グリーン・エネルギー研究  
           所発足。会長：永野正展教授、社長：那須清吾教授
８月　総務省・戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE)に採択
            テーマ：「『救荒植物（災害時食糧備蓄となる植物）』栽培適地評価シス
            テムと森林資源をリアルタイムに公開する地域基盤情報システムの
             研究開発」（代表：高木方隆 )

2013（平成 25）年
5月　食のキャラバン「郷土の植物再発見－食文化観光の開拓－」開始
             前年度ＳＣＯＰＥの成果普及を目的に県内各地にて連続ワークショッ
             プを全6回開催。[1]香北町谷相（5/23) [2]高知市内（6/22) [3]梼原町
　　　（7/12) [4]室戸（9/20) [5]土佐市（10/20) [6]高知市（11/23)
8月　総務省・戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE)に採択
             テーマ：「災害時に事業継続性を発揮する情報通信インフラのための
             運用計画改善手法および冗長化技術の研究開発」（代表：岡村健志）

2014（平成 26）年
3月　中田慎介教授退任により「連携企画研究室」終了
3月　地域連携機構　活動総括　連続セミナー開始
             各研究室より、これまでの研究成果を総括する報告会を実施（全11回）
4月　連携研究センターに「国土情報処理工学研究室」（高木方隆）新設
4月　地域連携センターの「地域活性化研究室」を同センターに統合一本化
8月　総務省・戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE)に採択
             テーマ：「分散システムの耐災害性・耐障害性の検証・評価・反映を
             行うプラットフォームとビジネスモデルの開発」（代表：菊池豊）

2015（平成 27）年
1月　宿毛市にて（株）グリーン・エネルギー研究所による火力発電所＆木質
　　　ペレット製造プラント竣工
3月　村瀬儀祐教授退任により「財務会計研究室」終了
4月　地域連携機構改組

高知県立大学との法人統合に伴い高知工科大学永国寺キャンパス
を開設。ここに社会マネジメントシステム研究センターおよび社会
連携センター（地域連携センターより改称）を移転。あわせて地域共
生センターを新設。連携研究センターの研究室の改称等も含め、以
下のとおり
◆ 連携研究センター［香美キャンパス］（木村良）
      交通基盤研究室（熊谷靖彦：地域ＩＴＳ社会研究室、
      地域公共交通研究室を統合改称)
      国土情報処理工学研究室（高木方隆：継続）
      地域交通医学・社会脳研究室（朴啓彰：改称継続）
      スケールセンシティブ地域産業研究室（菊池豊：改称継続)
      統合減災マネジメント研究室（甲斐芳郎：継続)
      補完薬用資源学研究室（渡邊高志：継続)
      ものづくり先端技術研究室（松本泰典：継続)
◆ 社会マネジメントシステム研究センター［永国寺キャンパス］
     （那須清吾：継続）
      新公共工事システム研究室［香美キャンパス］（國島正彦：新設）
◆ 社会連携センター［永国寺キャンパス］（永野正展：改称継続）
◆ 地域共生センター［永国寺キャンパス］（浜田正彦：新設）

高知工科大学地域連携機構は６年前の公立大学法人化を契機に、地域との
連携を一層強化することを意図して設立されました。この間、地域とのつ
ながりの強い専門分野の教員を集約し、地域連携に力を注ぐとともに、４
年前からは社会マネジメントシステム研究センターを設置して、学問的な
体系化にも取り組んできました。スラリーアイスを使った生鮮魚類の鮮度
保持や凍結濃縮、高知県の道路事情に合わせた地域交通システムいわゆる
「草の根ＩＴＳ」、脳ドックと高齢者の交通安全、地域防災システム、地域の
情報通信、有用植物資源、木質バイオマス発電や木質ペレットの普及促進
など、それぞれの教員の専門分野で具体的な成果をあげて参りました。本
年度から、高知工科大学は高知県立大学と一法人化し、高知市中心部の永

国寺キャンパスも加わって再出発することになりました。永国寺キャンパ
スには地域連携機構もオフィスを構えることとなり、他大学との相互連携
を深めるとともに、高知県がキャンパス内に設置した「高知県産学官民連
携センター（ココプラ）」への協力などを通じてさらに一層地域との連携を
深めていくこととしています。このような状況に対応して、地域連携機構
では、新たに副機構長を置くとともに、地域共生センターを設置して、さら
に体制を強化することになりました。大学の社会貢献に対する強い要請に
応えて、高知工科大学らしい専門性に根差した地域連携のあり方を追求し
ていきたいと考えています。関係者の皆様方のご支援・ご協力をよろしく
お願い申し上げます。

略歴：東北大学工学部電子工学科卒業、科学技術
庁・文部科学省入省、この間、国務大臣秘書官、新
技術事業団ブラッセル事務所長、原子力局動力炉
開発課長、科学技術振興機構国際室長、宇宙開発事
業団総務部長、内閣衛星情報センター管制部長、

日本原子力研究所・日本原子力機構理事、科学技
術政策研究所長などを歴任。2010 年より高知工
科大学総合研究所長を務め、2011 年より同学地
域連携機構長を兼務。

地域連携機構長　木村 良
き む ら  りょう

1818Research Organization for Regional Alliances
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見出し１

フォント

k 見出し２
段落１

研究室ページ

和色カラーコード

赤

橙

黄

緑

青

藍

紫

白磁

紫黒

白花色

桜色

白練

烏羽色

藍墨茶 錫色

素色

素地

化粧

包含

瑠里紺

天色

白群

紺碧

菖蒲色

常盤緑

天鵞絨

みどり

蒲公英

中黄

くれない

躑躅色

金赤

蜜柑色


